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2．「四つの現代化」と労働競争
（1）生産第一主義の再定義
　1976年，四人組の追放によって文革が終結すると，全国総工会は翌年4
月には組織としての活動を復活させていた。「四人組によって遅滞した時間
を取り戻し，四人組によってもたらされた損失を補充する」をスローガンと
し，総工会は労働者を全国的に再度組織化し，国民経済の復興に乗り出して
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いた。党中央，国務院及び経済各部門は76年から77年にかけて，生産回復
の体制づくりのために繰り返し会議を開き，全国的に労働競争を再開し，生
産の発展を促した。その結果，国民経済は順調な回復傾向を見せはじめ，
1977年度の工業総生産は前年度比14．3％増となり，1978年度には77年度比
13．5％増となった。さらに，この2年間で鋼鉄生産量は2，046万トンから
55．3％増の3，178万トンに，原炭は以前の4．83億トンから28％増の6．18億
トンに，原油は8，700万トンから39．5％増の1．04億トンに，鉄道貨物輸送量
は8．2億トンから30％増の10．7億トンに増加し，国民経済は「10年の動乱」
がもたらした困難な状況から脱却し始めていた92）。1978年10月，総工会の
中国工会第9回全国代表大会が開催され，中国の工会運動も改革開放時代の
新たな局面へと入っていった。当時国務院副総理であった郵小平は，「労働
者階級は四つの現代化実現のために優れた貢献をすべきである」と題して演
説し，四人組が工会に誤った性格を付与したことを強く批判するとともに，
「四つの現代化」実現のために労働者階級の果たすべき地位や役割，任務に
ついて言及した93）。そのなかで郵小平は，伝統的な生産第一主義の基本姿勢
を継承しつつ，「目下の遅れた生産力を大幅に変え，上部構造を変え，工農
業企業の管理方法を変え，国家の工農業企業に対する指導方法を変え，現代
化の経済的需要に応えなければならない」と訴えた。その上で，「工会は労
働者の福利厚生を保障し，可能な範囲内で，企業管理者や地方政府を監督，
援助し，労働者の労働条件のほか，居住，飲食，安全衛生などの諸条件を改
善すべき」であり，「工会は労働者自らのものであり，かつ民主的模範とな
るべき存在」であると主張し，生産第一主義を補う形で，労働者の権益擁護
の視点を打ち出したのである。さらに郵小平は，「企業の重大問題は労働者
代表大会あるいは労働者大会での討論を通すべき」とし，労働者による民主
的な企業の管理運営の必要性を訴えることによって，それまでのく生産一生
活一生産〉のサイクルにく生活一生産一生活〉のそれを加味しつつ，かつそ
の展開を保証することとなった94）。
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　こうした郵小平による発言をうけ，全国総工会は1979年2月，第9期第
2回常務委員会拡大会議を召集し，生産増，節約履行，安定的国民経済の発
展という根本方針を定め，その実現のために社会主義労働競争の着実な展開，
顕著な経済効果の達成が必要であることを確認した95）。さらに同会議は，工
会の目下の重要な活動が高生産化，優良化，多品目化，省エネ，安全生産を
主要内容とする増産節約労働競争を広範に深化させ，持続的に展開すること
であるとした。そのために会議は，「安定した団結を強化し，広範に増産節
約運動を展開する決議」を採択し，50年代に繰り広げられた大衆的技術革
新と合理化提案活動をここでも継続的に展開し，精神的奨励と物質的奨励を
リンクさせ，労働保護活動を強化し，労働模範，先進的従業者，先進的生産
者の活動を適切に実施するという四つの要求を打ち出したのである。その一
方で，民主的企業管理を労働者代表大会によって実現すべきであるとされた
が，ここでも優先順位は生産活動に置かれ，あくまでも労働者の主人公とし
ての責任感，積極性，創造性を引き出し，国家による生産計画の早期実現に
寄与すべきものとして理解されていた。それは明らかに，〈生産一生活一生
産〉と〈生活一生産一生活〉という二つのサイクルの，バランスのとれた展
開を目指すものであったといえる。
　第11期三中全会以降，労働運動と工会活動は「階級闘争を綱領とする」
というスローガンを捨て，社会主義現代化建設を中心とする路線へと軌道を
修正した。これによって，全労働者を動員・組織した増産節約の実行，生産
の発展が，益々重要な労働運動，工会活動の議題となっていた。この増産節
約という労働競争は，生産の発展を促し，製品の質を向上させ，多くの財を
節約させるのに少なからず成功した。遼寧省では1979年度上半期だけでも，
原炭36万トン，コークス9万トン，燃料油4万トン，電力1．4億キロワッ
ト，木材4万m3，鋼鉄6万トンを節約している。全省で重点的に1，258品
目の品質検査を実施したが，1，027品目が史上最高のレベルを達成あるいは
超過達成した96）。全国総工会は1979年10月，第9期第2回執行委員会拡大
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会議を開催し，第5期人民代表大会第2回会議で採択された国民経済に対す
る「調整，改革，整備，向上」実施の方針，「四つの現代化」第一段階の要
請に基づいて総工会第9回全国代表大会以降の活動を総括し，工会が「四つ
の現代化」建設という中心任務をめぐる大衆活動の遂行，安定した団結，増
産節約の深化をいかに実現するかという問題を重点的に検討した。会議は高
生産，高品質，多品目，省エネ，安全生産を内容とする増産節約労働競争を
さらに一歩踏み込んで実施し，労働者を動員し，生産を増加させ，「四つの
現代化」に貢献する環境を作り，一人ひとりが「四つの現代化」に功労を立
てなければならないと決議した9％
　こうした労働競争運動として，北京，天津，唐山の三市の建築業事業所は
1978年11月，北京で社会主義労働競争動員大会を開催し，北京市第6建築
公司が「優良工程競争」と「優良総合目標割当て額超過達成賞」実施の経験
を紹介した。同公司は，1977年以来優良工程競争を実施してきたが，その
経験をこの会議を通して全国に広めようというのが主な趣旨だった98）。その
後，この優良工程競争は全国的に普及し始め，経済効益の向上，労働者の積
極性，労働者の素質向上及び企業管理が強化された。河北，上海，遼寧，湖
南，雲南など18の省では，1980年度上半期で優良工程は1，793ヶ所で実施
され，その総面積は339万m2に達し，1979年度の優良工程実施時における
全国総面積を超えていた99）。こうした増産節約運動の過程で全国総工会党組
は，調査研究活動を強化し，全国的な経験について総括し，その結果を1979
年6月，「増産節約運動を展開情況と目下の活動についての報告」としてま
とめ党中央に提出した1°°）。この報告は，一部の幹部の中に，政治運動とは異
なる小規模な労働競争では現代化という全体状況を変えられないと悲観した
り，そもそも三中全会の精神が労働者の力量を越えており，必要なのは増産
よりも調整だと考え，自己の内面に多くの否定的留保を残し，積極的に行動
しようとしない者がいると指摘した。したがって同報告は，こうした「誤っ
た思想」を改め，増産節約運動の認識をさらに高あ，大衆を着実に動員し，
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増産節約計画を確実なものにし，技術革新の展開，企業管理の整備，先進的
経験の総括と推進をそれぞれ求めた。だがこのことは，党組内部を支配して
いた保守派の基本姿勢が，なおも旧態依然たる労働者大衆の動員による生産
の拡大という発想から抜け出ていないことを意味していた。
　全国総工会は同8月，北京で電話会議を開き，全国工業交通増産節約活動
会議の内容を地方の末端工会に伝えるともに，四川，遼寧省，上海市総工会
は自らの経験を紹介し，増産節約運動の発展を促した。全国総工会主席侃志
福は同じ頃，内蒙古自治区で増産節約運動と工会活動について調査を実施し，
その実績と経験について党中央へ報告し，従業員の積極性発揮に影響する問
題とその解決について提案した。党中央はこの報告を高く評価し，各地に転
送し，増産節約運動において全国総工会が，各級指導層の深く掘り下げた実
践と調査研究を推進し，その総括に留意し，新たな情勢に適応した措置を採
り，運動の発展を推進すべきであるとしki°1）。
　機械工業部門の労働者は，「百頭の龍」と呼ばれる同一産業・工場間の競
争，馬恒昌（チチハルの労働模範）方式を学習し，これに追いつき追い越す
という班・組活動を展開した。これによって，馬恒昌方式班・組が1，000ヶ
所以上出現し，「信頼するにたる」班・組が8，800ヶ所余りに上った。生産
の発展は技術レベルの向上如何にかかっており，技術交流と技術協力活動の
展開のために，中華全国総工会，中国科学協会，第一機械工業部，農業機械
部は1979年9月，上海で全国機械工業技術実演交流会を開催し，29の省，
市，自治区の代表440余名が出席した’°2）。交流会では，23の省，市，自治
区における20ヶ所余りの政府工業部門の管理下にある企業や高等教育機関，
研究所が実演，交流プログラムを催し，5つの分野で300余りの項目に及ぶ
先進技術の実演を行い，機械工業部門での労働競争を大きく推進した。また
冶金工業部門の労働者は，小指標百分率競争活動を展開し，労働競争に新た
な進展をもたらした。包鋼製鉄所一号高炉は，職場責任制，技術オペレーショ
ン規程，安全生産の要求に基づき，各項技術経済指標を班・組単位，個人単
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位に細分化し，個別記録に基づいて生産性の高い者が多く得る方式により奨
励金を出した。小指標百分率競争活動開始後の3ヵ月間で，生鉄生産量は前
年同期比91％，合格率は同比9．7％，利用係数は0，84％それぞれ増加し，コー
クス化率も123キロ低減することができた1°3）。
②　増産節約運動と「四つの現代化」
　さらに労働競争は，「四つの現代化」の推進と直接結び付けられることと
なった。全国総工会は1980年4月，第9期常務委員会第4回拡大会議を開
き，「四つの現代化への労働者の動員，増産節約運動展開の深化，第12期全
国人民大会召集に関する決議」を採択し，「現時点における工会組織の重要
な任務は，党の指導下で『四つの現代化』の要求に適応し，大衆の創造的精
神を支持し，積極的に四つの現代化のための大衆活動を展開すること」であ
り，「労働者階級の歴史的使命を明確に自覚させ，主人としての大衆の責任
感と『四つの現代化』実現に対する緊迫感を強化し，困難を克服して創業す
るという優秀な伝統を発揚して，心を一つに合わせ一致協力して『四つの現
代化』に取り組み，全国大衆の一人一人が『四つの現代化』に集中し，率先
してこの先進的な高揚に当たらなくてはならない」と指摘しだ゜4）。それは伝
統的労働者動員の手段である労働競争を「四つの現代化」という新たな国家
的政策へそのまま活用するための党＝国家戦略の定式化であった。そのこと
を自ら証明するかのように，党中央事務局はこの決議を全国に配布し，中華
全国総工会と各級工会が「四つの現代化」のために組織，展開した功労活動
を，国民経済の回復と発展に対して果たした重要な役割であるとして高く評
価した。これをうけて，地方の各級工会も「四つの現代化」功労活動を展開
し，多くの先進的集団と先進的模範集団を輩出したが，その結果，全国で評
価選出された「四つの現代化」のたあの功労活動の「先進的集団」は1981
年，計110万戸に及び，先進的生産者は計977万人，先進的班・組の数は82
万戸に上った1°5）。
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　地方各級の工会が経営者とともに組織，展開した労働競争には，さまざま
な形のものが含まれた。その中には，国が企業へ伝達した経済技術指標を中
指標，小指標に分解し，それぞれ作業場，事務室，班・組，工作機械台，個
人に根付かせ，国家計画を浸透させ，責任を明確にする小指標百分率競争が
ある。これは百点計算で褒賞を与える方法で，労働者の貢献度によって報奨
金を分配することによって，経済責任，経済効果，経済利益を統一し，国，
企業，個人利益の三結合を目指していた。また，紡績の「1万メートル無キ
ズ布」競争，工業ボイラーの「省エネ」競争などは，いずれも短距離的，単
一指標による競争であり，一定時間内に生産上重要な問題を解決し，企業生
産の発展条件を創り出すことを目的としていた。さらに同業界，同製品，同
職種工場間競争は，比較によって互いに助け互いに学習し，業界内の全国及
び国際レベルでの先進水準に追い付き，追い越すことによって，広く労働者，
技術者，企業指導幹部を競争へ参加させ，従業員間の集団主義を強化し，全
体的調和の創出に役立ったとされる。1978年に北京，天津，唐山の3都市
で優れた生産工程間の競争が推進されたのを契機に，全国の工場・企業で広
くこの競争が行われ，1980年上半期，河北，上海，遼寧，湖南，雲南など
の18の省市で1，793の新たな生産工程が作られた。また全国46ヶ所のテレ
ビ工場での競争によって，1979年には1，000万元の赤字だったのが，1980
年には4，000万元の黒字に転じた。だが，ここでもっとも一般的だったのが，
「四つの現代化」のための労働競争であろう。この競争は政治性，柔軟性，
適応性に豊み，労働者がそれぞれの職場，ポストで展開するのに向いている
とされ，労働者大衆の積極性を十分に発揮することが求められた。1979年
から1982年までの労働競争中に，先進生産，先進活動者は全体で延べ4，111
万人，先進集団となったのは480万戸であった。1980年から1982年にかけ
て，全国の労働者が提出した合理化提案は433万件で，そのうち262万件が
実施に移されたle6）。
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（3）生産第一主義の揺らぎ
　労働競争による生産増と経済成長を推進する一方，1979年以来進められ
てきた経済調整は，80年末から81年初めにかけての経済引き締め政策によ
り，82年には財政赤字やインフレは徐々に解消され始めていた。こうした
なか国務院は1982年，企業奨励基金の中から労働競争における「先進的人
材」を奨励するために生産労働者賃金1％の報奨金の拠出を決めた。だが，
この方法は一定の社会的状況の中では積極的役割を果たしたものの，本来的
には平等主義的であり，先進性を先導する役割を果たすことはできないばか
りか，それが課税されたためただでさえ多くない報奨金は無きに等しくなっ
てしまった。企業が逐次，相対的に独立した損益自己責任，自主経営の経済
主体に変化していくという状況の中で，労働競争による収益の中から一定の
比率で労働競争報奨金を支出することも一つの可能性としてあった。例えば，
江西花鼓山炭鉱では労働競争データから収益を算出し，その中から7％の奨
励基金を捻出していた。蛙埠マッチ工場では超過請負労働競争を展開し，超
過請負利潤の中から2％を捻出して労働競争報奨金に当て，企業管理者，労
働者からはそれなりに歓迎された’°7）。これらの試みは，改革開放の時代に際
してかつてのような精神主義，平等主義的労働競争の展開が困難になりはじ
める中で，いかに物質的インセンティブを取り入れつつ，労働競争を維持す
るかという問題が顕在化しつつあることの表れであった。
　このように労働競争の意義そのものが揺らぎ始める中で，全国総工会は
1983年5月，全国から工会幹部学校の教員107人を北京に集め，2週間にわ
たって工会理論教学討論会を開いた。この会議では，建国以来の工会運動を
振り返り，社会主義体制下における工会存在の必然性，工会の性質と特徴，
方針，任務，組織の役割などの諸問題について議論された。ある参加者は，
労働者階級が主人公となった社会で，工会が労働者階級を代表する組織になっ
たことはその存在の内的要因であり，労働者階級が自らの利益を擁護するこ
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とは工会の必然的な外的要因であると主張し，ある参加者は社会主義的現代
化のなかで労働者階級の主要な役割を果たせるのは工会だけであり，党や他
の国家機関によっては代替できない独特なものであると主張した。またある
人は，工会は形式的には非党組織であるが事実上ほとんどが党員によって組
織されており，党の指導に服すがゆえにもともと党の性格をもつものであり，
それは工会の階級性と党の性格とを対立させる考えだとして意見が鋭く対立
するなど，極めて自由で活発な議論が繰り広げられた。
　なかでも労働競争との関連でとりわけ興味深いのは，工会の主要な任務は
国の経済発展のための「生産」にあるのか，それとも労働者階級の「生活」
の充実にあるのか，つまり全体の利益なのかそれとも個別の利益なのか，と
いう古くて新しい問題についての議論であった。ある参加者によれば，工会
は大衆組織として党や国家とは区別すべきであり，工会の任務方針は労働者
階級の利益を代表し保護すべきであるし，またある人によれば工会は「共産
主義の学校」であり，労働者階級の利益を代表しこれを保護する以外に共産
主義思想による労働者教育，主人としての精神の発揚，労働者階級の団結に
よる社会主義的現代化の建設を強調すべきであった。こうした問題の討論過
程で，各人の意見を分岐させているメルクマールが「生産を中核とし，生産・
生活・教育を三位一体とする」という新中国建国以来の工会運動を支えた基
本任務にあり，この評価をめぐって参加者各人の意見が以下のように5っに
分類，整理されることが分った。
　第一の意見は，この生産第一主義の方針が50年代という一定の歴史的条
件下において労働者を動員し，積極的に社会主義建設に投入させ，国家計画
を達成あるいは超過達成させることに大きな役割を果たしたことを評価しつ
つも，社会主義の発展，深化に伴い，この方針では新たな時期における工会
活動の要求を反映できなくなったとする立場である。この方針では，工会の
「民主的」管理，労働者代表大会などを包括する労働者による「下から」の
活動を繰り広げられないばかりではなく，工会が労働者階級の利益を代表す
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ることも，「労働者の合法的権益の性質と特性」を保証することもできない
と主張した。つまり，「生産第一主義」の意義はすでに終わったのであり，
いまや〈生活一生産一生活〉こそが基本サイクルになったとする立場である。
第二の意見は，工会は党が大衆とリンクするための強大な紐帯であり，工会
は生産面において真っ先に党と労働者階級をリンクさせているがゆえに，工
会活動として生産を中心におくことは過去においては正しかったし，現在で
も間違いではないとするく生産一生活一生産〉サイクル擁護の立場である。
生産の発展が労働者階級の根本的利益であり，工会は労働者階級の利益と保
護を代表して，大衆を生産の向上に立ち上がらせ，生産の向上があってはじ
めて生活の改善が保証されている。つまり，生産が発展しなければ，労働者
階級の利益保護は語れず，生産を離れて保護だけを重視するだけでは企業管
理者の支持を得ることは到底できないという立場である。第三の意見は，
「生産・生活・教育の三位一体」という表現が不完全で不正確であっても，
「生産を中心とする」こと自体は堅持すべきであり，これを失ってはならな
いとする「生産第一主義」の基本的擁護の立場である。ただしそれは，生産
中心が労働者大衆に対する工会の生産活動を中核にするという意味ではなく，
工会の様々な活動がすべて「四つの現代化」という中核をめぐって行われる
べきであり，このことと労働階級の利益保護，労働者の合法的権益を保障す
る精神は一致しており何らの矛盾もないという，つまり「生産第一主義」を
「四つの現代化」と関連させて正当化しようとする立場である。第四の意見
は，この「生産を中核とし，生産・生活・教育を三位一体とする」方針が
理論的には共通性と特殊性の関係を否定しており，実践的には「工会と企業
管理者（使用者）の職責を混同させる」ものであるからそもそも誤りである
とし，ユニオニズム的な〈生活一生産一生活〉という基本サイクルのみを擁
護する立場である。第五の意見は，ある時期における党の中心任務こそが工
会活動の中心であり，工会は自己の中心活動を提起する必要はないかもしく
は提起すべきではないとして，工会の立場よりも党の立場を重視するもので
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あるtQ8）。
　この会議では，最終的に統一した意見や結論がまとめられたわけでも，政
策的な意味を持ちうる決議や決定が採択されたわけでもなく，純粋に学術的
な討論に終始したに過ぎない。しかし，その議論が現実の政策的選択肢とし
て潜在的にもつ意義は極めて大きなものであり，とりわけ第二の意見が50
年代の工会運動を支える党や全国総工会の共通認識であったとすれば，「四
つの現代化」という政治理念が労働者階級の権益擁護に沿うものである以上，
その建設＝生産活動を中心に置くことこそが工会の任務そのものであるとす
る第三の意見は，50年代という「全体主義の時代」から80年代という「改
革開放の時代」への移行期に最も広範な労働者の意見を代表するものであっ
たといえる。とりわけ党の第11期三中全会の開催と全党的活動重点の転換
に伴い，労働競争は改革と結び付けられて全面深化の段階に入り，労働競争
活動の生産の発展をめぐる方向性がより明確かつ具体的になり規範化された
といえるのであり，こうした意見が多数を占めたであろうことが容易に推測
される。つまり，改革開放の意義と社会主義労働競争の意義は一致している
と理解され，社会主義労働競争のさらなる展開は，生産の発展を推し進め，
必要に応じて不合理な生産関係をもたらす旧体制，旧モデル，旧システムを
急速に変えたのである。逆にいえば，こうした急速な変化は，「四つの現代
化」という枠組みに収まることによってのみ可能になったともいえるかもし
れない。いずれにせよ，労働競争が改革を促進して社会主義労働競争のため
のさらに広大な活動空間を拡げ，改革の深化は労働者の生産に対する積極性
を引き出し，より能力を発揮できる空間を生み出したのだといえる。だが，
この過程が本格化するのは，以下でみるように84年の経済体制改革が始まっ
てからのことであった。
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3．経済体制改革と労働競争
（1＞労働競争と市場競争の並存
　82年11月に開催された第5期全国人民代表大会第5回会議は，中国農村
建設の象徴であり，一時は地方工会の一部を吸収すらしていた人民公社の解
体を正式に決定した。これによって1983年，全国の98％の生産隊は農業生
産請負制を採用し，すでにそのほとんどが戸別の請負・経営を実行していた。
このことは農村から始まった改革がひとまず成功裏に終了し，いよいよ都市
の労働者へと経済体制改革の波が移ることを意味していた。党中央は1984
年10月，第12期三中全会を召集し，そのための決定的な意義を持つ「党中
央の経済体制改革に関する決定」を採択したが，これにより中国の社会主義
経済は，公有制を基礎とした市場経済によって計画経済と商品経済の対立と
いう伝統観念を打破する新たな発展への第一歩を踏み出すこととなった。そ
れは都市を重点とした経済体制全体の改革を加速する必要性，緊迫性，さら
に改革の方向性，性質，任務及び基本的政策方針を明らかにしており，経済
体制改革を指導するうえでの綱領的文書となったことはいうまでもない。
　こうした都市での新たな動きに対応して，中華全国総工会は1984年12月，
第10期第2回執行委員会を開催し，「党の第12期三中全会の精神を真摯に
貫徹し，工会組織の経済体制改革における機能を十分に発揮することに関す
る決議」を採択した1°9）。この会議では，各級工会組織と工会幹部は思想，生
活態度，活動方法，制度それぞれの面で経済体制改革にそぐわない部分を改
善し，経済体制改革と「四つの現代化」建設に積極的に取り組まなければな
らないことが指摘され，そのたあに重要なのが同決議の理念に基づいた工会
活動を確実に実施し，全体の局面と産業管理との関係を理解することである
とされた。工会は，たとえ党＝国家の指導下にあったとしても，それ自身の
職責と任務を有しており，独立した責任を持って活動を展開すべき重要な社
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会組織であり，改革の推進，社会生産力の発展と労働者の利益保護との関係
を調整すべきである。つまり，開放政策がこの段階まで進展したところでは
じめて，50年代初めに李立三や頼若愚が主張した工会の相対的独立性が，
ようやく現実的課題となったのである。だが既述のように，経済発展は労働
者の利益に沿った根本的前提なのであり，工会は国家の経済発展，企業の生
産・経営活動に配慮し，企業における各項目の改革に参加すべきであるとい
うのが改革開放時代の工会運動を支える新たなコンセンサスとなっていた。
このように労働者の積極性，知恵，創造力を引き出して企業の経営・管理改
善に役立て，技術的進歩を促進し，経済効益を向上させることが労働者の利
益に繋がるとする基本的立場は，「四つの現代化」や改革開放という〈生活一
生産一生活〉サイクル重視の政策に媒介されつつも，50年代以来一貫した
「生産を中核とし，生産・生活・教育を三位一体」とする立場を踏襲するも
のであったといえる。
　ところで，市場経済システムが導入されればいうまでもなく市場の競争が
中心原理となり，かつての労働競争の概念と重複あるいは衝突することとな
らざるを得ない。では，請負制や経済責任制が取り入れられた新時代の労働
競争とは，一体いかに理解されるべきなのか？　そのためにはまず，労働競
争と経済責任制との相互関係を明らかにしなければならない。
　当時の中国では，企業での請負責任制実施以降，多くの人が請負後労働者
大衆に積極性が出てきて任務達成が保証されているので労働競争の必要はな
い，あるいは請負指標と労働競争の形式は大差ないからもはや労働競争を実
施する必要はないとする「以包代春（請負で労働競争に代替する）」という
考えが広がっていた。これは請負という生産者や労働者が個人的に設定でき
る物質的かつ経済的指標だけで，労働者動員のための全体の指標がなくても
十分に労働競争としての労働生産性を発揮できるはずだとする，それまでに
なくりベラルな理解であった。つまり，かつての労働競争と市場競争との区
別・分類が，公正で開かれた市場競争の概念の下で基本的には統合，一体化
74　明治大学教養論集　通巻403号（2006・1）
されたのである。だが，経済責任制とは，労働者の個人的利益に依拠した積
極性を引き出して，生産の発展，推進を促すための企業管理制度であるとす
れば，労働競争とは労働者大衆が主人公として社会主義社会全体を建設する
方法であると区別されていることに何の変わりもなかった。
　経済責任制と労働競争には，主として以下のような共通点があった。第一
に，共に労働者の積極性を引き出し，「四つの現代化」を加速するという両
者の目標は一致しており，共に企業の全労働者を対象としていた。第二に，
責任制の指標が同時に労働競争の指標でもあるという意味で，指標とする対
象が同じであり，さらに審査の要求，方法が同じで，共に経済効率の向上を
前提としたデータに基づいていた。だが同時に，両者の間には差異も存在し
た。まず，責任制の審査基準は「請負，保証，対照」であるが，労働競争の
それは「超過，質と量，選定」であり，両者は同じ基調であってもレベルの
高さが異なる。次に，経済責任制では行政手段によって拘束性を持たせて賞
罰が与えられ，報奨は労働に基づいて分配されるが，労働競争は大衆の積極
性を基礎にした自主的活動である。つまり後者には，報奨があるだけで罰則
はなく，報奨そのものも主として政治と物質をリンクさせ，政治的に栄誉を
与えると同時に，労働に基づいた物質的分配も行われるという意味で経済責
任制とは異なっていた。第三に，労働競争の内容は，基本的には経済責任制
の内容よりも豊富で，生産，経営の各分野，各部分の請負を包括するばかり
ではなく，精神文明の各方面をも包括しており，両者は関連しているが依然
として差異もあって相互代替はできなかったn°）。このように，50年代にお
ける市場競争と労働競争が完全に対立概念でとらえられていたのに対し，80
年代に入って経済責任制という競争原理を取り入れた請負制概念の導入によっ
て，いわば市場競争と労働競争とが内容的にほぼ一体化することとなったの
である。だが逆にいえば，この差異の部分にこそ改革開放時代に入ってから
もなおもこだわり続けた社会主義的労働競争の最後に残された存在意義があ
るともいえる。では，その存在そのものの瀬戸際に立たされた労働競争の意
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義とは一体何だったのか？
　そもそも当時の企業とは，一方で経済責任制を推進することによって先進
的な企業と立ち遅れた企業間の格差を広げるが，他方で労働競争の実施によ
り立ち遅れた企業が先進的な企業に追いつき，追い抜くことができ，請負指
標に比してさらに先進的レベルに達する条件を創りだす経済主体として理解
されていた。つまり，ここでも労働競争の本来的に有している相互扶助の機
能が，社会主義的全体性を回復するものとして評価されたのである。また他
の一面では，労働競争過程で精神，思想，職業道徳を重んじ，社会主義的共
同作業などを競い合うことにより，生産経営過程の不都合をなくし，経済手
段の不足部分をも補完することができるとされた。このことからわかるよう
に，経済責任制と労働競争とは相互に補完しあって成り立っており，どちら
も互いの要素を欠かすことができないという関係にある。むしろこの時代に
求められていたのは，50年代のような単一的な肉体的競争を，体力と知力
を結合させた方向へと転換させることであったといえる。この立場が生産と
生活のバランス化という郡小平の考えを代表しているとすれば，それは毛沢
東以来の生産第一主義を基本的に擁護しつつも，主観的能動性のみに収敏す
ることのない技術革新の労働競争への組み入れを新たに正当化したものとい
える。それ以前の労働競争が，労働者を組織して長時間労働を強いるという
人海戦術により生産任務を果たしてきたのに対し，経済責任制下の労働競争
は，労働者の知力開発に重点を置いているという点で大きく異なっていた。
労働者を積極的に組織して技術者の訓練，技術革新，合理化提案などの大衆
活動を展開して，労働者の新提案を奨励し，専門家中堅幹部と広範な大衆の
積極性を十分に引き出し，企業の技術装備，加工技術，技術者管理レベルを
向上させるべきであるというのが，改革開放時代になおも労働競争を組織し
ようとする党＝国家の戦略だったのである1n）。
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②　労働競争から市場競争へ
　だが，市場経済の導入が基本的には計画を有する商品経済であると確認さ
れて以降，非効率性の淘汰を特徴とする資本主義的競争がすでに不可逆的趨
勢となりはじめていた。競争を離れれば商品価値はそもそも無意味になり，
商品生産そのものを不可能にするのであり，商品生産があれば必然的に競争
がともない，企業，地域，国家の境界は自ずと消滅せざるを得ない。つまり，
労働競争を組織してもしなくても，商品生産の経済環境がありさえすれば，
競争は企業，地域，国家の経済振興，経済衰退と一体化しているのであって，
ここで労働競争を市場経済的競争とは異なる外的システムとして導入したと
ころで，実質的な意味をなさないと考えるのは極めて自然なことである。な
ぜなら，競争という一つひとつの具体的内容が企業の存否にかかわる死活問
題であり，そのこと自体は党＝国家や全国総工会による労働競争の組織化の
意図するところとは全く無縁であるといえるからである。ここで企業は，経
済的責任と経済的利益のリンクによって先進技術の採用を迫られ，その指導
者は企業管理を自ら学ばざるを得なくなるのであり，消費者サービスの質的
向上を迫られ，商品自らが信用を獲得するだけである。したがって企業側か
ら見ると，市場主義経済の競争は労働競争よりも要求がはるかに切迫してお
り，より現実的な意味を持ち，必然的に労働者を競争に参与させざるを得な
いのであり，このことがすでに労働者の動員を社会主義的な労働競争とは呼
べなくさせていたのである。
　それ以前の問題としていえば，そもそも単一的な肉体労働的競争から体力
と知力とを結合した総合的労働競争への方向転換とはいってみたものの，そ
れはすでにみたように，実は50年代にはすでに実践，そして失敗済みであっ
た。それにもかかわらず，その当時に繰り広げられた大衆動員型の合理化提
案が改革開放の時代に入ってもなお継続されていたのは，「四つの現代化」
という表向きの目標とは裏腹に，以下で述べるように，党＝国家が労働者の
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動員によってポスト文革という不安定要因がつきまとう時代に，自己の権力
基盤を固めることを狙っていたためだという解釈が成り立つのである。
　たしかに1983年には全国で236万人余りの労働者が207万件の合理化提
案を提出し，そのうち123万件が採用されたが，この83年とは北京西単の
「民主の壁」にはじまる民主化の第一波が「精神汚染キャンペーン」によっ
て一段落している年であることに注意を払う必要がある。さらに1984年に
は450万人の労働者が494万件の合理化提案を提出し，このうち229万件が
採用され，1985年5月1日メーデーの労働褒賞授与式に参加した全代表ら
は，全国の労働者に向け，「全国で広範囲に合理化提案及び技術革新活動を
展開することについての呼びかけ」を行う一方で，全国総工会，国家経済委
員会，国家科学委員会，共青団中央は，「労働者大衆を積極的に組織し，合
理化提案，技術革新活動を展開することに関する連合通知」を出し，再度こ
の合理化提案活動における指導体制の強化を促している1’2）。これによって
1985年，全国労働者が労働競争の過程で提出した合理化提案は，約10人に
1件に相当する975万件に上り，うち299万件が実用化されたが，この数字
は他の先進国と比較して低いだけでなく，中国史上での最高レベルに比して
も大きな格差があった。経済困難にあった1960年ですら提出された合理化
提案は一人平均1件余に相当する8，221万件で，うち3，673万件が実施され
ていたことを鑑みれば，当時の労働競争が国内の過去のデータと比較しても
極めて低いレベルにあったことは事実である’13）。こうしたなかで全国総工会
第10期第3回執行委員会議（1985年11月）は，「団結奮闘し，改革と新機
軸を打ち出し，第7次5ヵ年計画に貢献する」決議を採択し，全国の労働者
に対しさらなる積極性，主体性，創造性を発揮するよう求めたが，その具体
的内容は50年代のものと比較しても何ら新機軸を含んでいるといえるよう
なものではなかった。したがって，労働生産性向上の手段としての労働競争
の意義が日増しに低下している中で，党＝国家がなおもその実施にこだわっ
た理由は一体何なのかを問わねばならないであろう。
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　このように，労働競争の意味が日増しに低下していくなか，全国総工会に
よって1985年度，全国60ヶ所の企業に対して行なわれた調査では，この前
後数年にこれら企業が採用した革新提案は7万5，590件に上ったが，これに
よって実質報奨金121万元が支払われていたことが分った。だが，これは実
質収益の0．3％を占めるに過ぎず，最高でも1％，最低では0．03％であった。
これらの革新提案の多くは小規模な改革プログラムで，当時の奨励条例の規
定に基づいて計算すれば，報奨金は1．5％になるはずであった。報奨金の留
保，減殺支払いは，提案者の創造的労働を尊重していないことを意味してお
り，大衆の積極性と創造性をそぐものであったといえるH％上海人民電器工
場では1984年末から1985年初頭にかけて「人民杯合理化提案大賞」なる労
働競争が組織され，217名の労働者がこの活動に参加し，経営管理，技術改
造など6分野に471項目の合理化提案を提出している。たしかに，その大部
分がそれなりに実用的価値を有してはいたものの，経営管理者に採用された
提案の数は少なく，多くの人が報賞を手にしてもそれ相当の達成感はなく，
その後工場内で実施された労働競争に対して熱意を示さなくなっていた。こ
れは明らかに労働者の功労が，労働者自らが納得するような形で十分に認め
られなかったことの結果であった。他方，同工場での文化的班・組の建設と
いう労働競争では，成績の良かった労働者に対しその功労が認められ，労働
者の積極性を引き出すことに一定の成功を収めている。例えば，．モーター生
産現場の生産組長は，かつて刑事犯罪で7年の徒刑に処せられたものの，工
場復帰以降は一貫して模範的であり，生産組長を担当してからも同僚を団結
させ全班を指導して生産任務を完遂し，班・組強化建設に顕著な成績を上げ
ていた”5）。だが，このことは逆にいえば，労働競争が最も重要な生産面での
効果をあげることがもはや困難になっており，せいぜい職場風紀を改善させ
る程度の効果しかもてなくなっていることを意味したのである。
　だがその一方で，生産経営型，効益型，知力結合型といった市場経済型を
基本モデルとする労働競争は，工場長の経営目標を中心にして展開，発展し
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ており，内容的には知力開発に重点をおいてそれなりに成功している例もあ
る。重慶市では1985年から1986年上半期にかけて，延べ141万人が改革案，
経済情報，生産管理面での合理化提案を提出し，合計33万件の技術革新が
行われて，国家の節約あるいは新たに創造した価値は2億3，846万元に達し，
1985年度全市財政収入の市留保総額より8％多く，新たな形態による労働競
争の相対的有効性を示していたH6）。この85－86年にかけて工会を通した労働
者の政治過程参加（参政議政）が急速に進められているが，一つにはこうし
た民主化の進展が労働者に対する積極性を呼び起こしたと考えることが可能
かもしれない。この合理化提案活動は，提案者自身がテーマを決め，提案文
を書き，多くの提案はその提出後，往々にして提案者自身が実施し，事実上，
労働者がその活動の責任者としての権力を行使することになるので，それは
労働者が「民主的」自己管理を実現する一種の形式だったともいえる。提案
は提案者によって実施された後，企業の中の滞りも自己解消してしまうこと
もあった。例えば，1985年に済南自動車製造総工場のエンジン生産部門に
エンジン300台の増産を要求したが，この工場の部品生産現場ではいくつか
の重要な加工工程部分の加工能力は増産要求を満足させられる状態ではなかっ
た。だが，現場の技術者と労働者はこの問題に共に対応して提案を提出し，
半年間余りで組合せ専用工作機械3台を自ら製造して，エンジン年産2，000
台の生産能力を確保した。この技術革新によって節約されたコストは4万
1，000元に上り，同年末までに計503台のエンジン増産を実現して，工場が
要求した増産目標を超過達成している。さらに合理化提案活動によって発揮
された自己管理能力は，企業内指導と被指導の関係を融合するのにも成功し
た。大衆の自発的積極性に根ざした大衆的合理化提案活動が工場長による方
針決定の基礎となり，工場長が企業内の解決困難な問題を打破できるように
なっていた117）。こうした健全な組織機構づくりのために労働者が提出した合
理化提案は，すでに多くの企業の多部門にわたっていた。だが，これらの提
案に対しては，かつてのように合理化案が案としてのみ一人歩きして形骸化
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しないように，厳密な審査・分析が必要となるのはいうまでもない。とはい
え，それは健全で確実に実際的活動の責任を負える機構がなければ審査分析
そのものを行うことはできない。これに関連して，ハルビン市の一部企業の
経験で分ったのは，工場，現場（管理部門各課）レベルの分析審査決定小組
（ある場合は委員会）の設立が重要だということであった。そのメンバーは
生産技術を主管する工場長（現場主任），シニアエンジニア，経済担当幹部，
工会主席及び関係職能部門の責任者，熟練労働者などで構成され，一般に
10人前後という小規模であることが明らかとなった”8）。
　このように，合理化提案活動がそれなりに功を奏し始めるという背景のな
か，国務院は1986年6月，「合理化提案及び技術革新の奨励条例」をまとめ，
合理化提案の範囲を定めるとともに，生産技術の範囲から経営管理の範囲に
まで拡大し，奨励金の水準も引き上げ，また大衆監督に関する条文も増やし
た。全国総工会と国家経済委員会は1986年9月，「大衆合理化提案及び技術
革新動員大会」を連合で開催し，全国から8，000万人の労働者を動員し，品
質の向上，欠陥消耗品産出の低下などを中心とする合理化提案に投入させ
た119）。それは，86年に入って83年に一旦は下火になった民主化の動きが再
燃するなかでの労働者の大量動員であった。この活動により，河北省では労
働者の提案数は前年度比24％増の32万余件，採用件数は60％増の16万余
件，実施件数は39％増の9万余件に上り，経済効益は124％増の6億元に達
した12e）。1987年2月には，全国総工会と国家経済委員会が合理化提案と技
術革新運動の指導を強化するための通知を出し，工会がこの活動の組織，発
動の責任を担うべきことを明らかにし，工会内部に専門の事務局と人員を配
置し，より一層積極的な活動の展開を求めた。1987年には全国の29の省と
自治区で，36万の単位（事業所）が合理化提案運動に参加したが，そのう
ち半数以上が末端工会で，労働者による合理化提案は1，656万件に及び，こ
れによって一年あたりに節約及び創出した価値は160億元と見積もられた12D。
ちなみに，この86年後半からの時期は，一部の都市において学生による街
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頭デモが発生し，87年1月には胡耀邦の党総書記解任へと至っている政治
過程とも重なっている。全国総工会は同年2月，「広範な労働者大衆を動員
し，増産節約を展開し，収入増，支出抑制の運動についての通知」を公布し，
これを機に「双増双節」運動に着手していた。1988年の全国総工会11期第
2回主席団会議でも，広範な労働者大衆を「双増双節」に動員し，経済効率
の向上，目標への供給増，企業内部での潜在力の発掘，品質の向上，欠陥消
耗品の減少を呼びかけた。遼寧，吉林，山西，漸江など10の省，自治区と
南京，ハルビン，チチハル，牡丹江などの市では，1989年1－10月までの
「双増双節」運動で約64億元の効果的収益をもたらした’22）。だが，こうした
86－87年に見られる一連の労働競争とは，言葉の上で説明される生産性向上
のための動員というより，むしろ党＝国家が自らの権力基盤を生産過程の中
に移し，ブルジョア自由化を牽制しようとする権力の自己目的化という角度
から逆照射されるべきなのではなかろうか？
（3）ブルジョア自由化批判と労働競争
　文革に終止符を打ち，北京西単の「民主の壁」をもたらした民主化の第一・
派は，1983年の「精神汚染反対キャンペーン」で一旦は中断した。だが，84
年の経済体制改革の本格化によって，86年には再び政治制度の改革が提起
されたことを契機に，同年末以降，一部の都市において学生による街頭デモ
が発生していた。この問題が長引いた背景には，郡小平がバランサーとして，
保守派と改革派がともに水面下で対立を煙らせていたことがあったとされて
いる123）。これに際して郵小平は86年12月30日，学生デモの処理をめぐっ
て胡耀邦，趙紫陽と話し合い，「反精神汚染の観点は，私は今でも放棄して
いない」と述べ，問題が解決していないことを厳しく批判していたt24）。こう
した背景のなか，全国総工会書記局は学生デモの開始と同時に各地の工会へ
緊急電報を打って労働者に対し自重を促すとともに，87年1月初旬にも
「内部通信」を発し，それに引き続き電話会議を開いて，各地の工会に向け
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正しい情勢認識，適切な措置を促し，労働者を動揺させず団結と安定を維持
するよう要請した。全国総工会は同時に，地方各地からの情報を中央へ報告
することで労働者の立場を政策決定に反映させ，労働者の懐柔に努めていた。
各地の工会幹部は党の指導の下で，第一線の労働者大衆の中に入って緻密な
調査活動を行い，上部との意思疎通を図り，数多くの具体的問題を解決した
のも，すべては労働者を学生騒乱から引き離して国全体の安定を維持させる
ためであった。多くの地方工会，基層工会は，労働者に対する活動ばかりで
なく，労働者を通じて，「工（業）学（校）共（同）建（設）」などの活動による
学生に対する直接行動もとっていだ25）。
　一方，党中央政治局拡大会議は87年1月，こうした一連の学生による騒
擾事件の処理に対する責任を問う形で，胡耀邦の党総書記からの解任を決定
した。それに引き続き党中央は，次々と重要文書を公布してブルジョア自由
化反対を再度強調するとともに，王若望，方励之，劉賓雁3名の党籍剥奪を
発表するに至る。この中で党中央は，少数学生による騒動が，ブルジョア自
由化思潮に反対する姿勢の不鮮明さと不明確な態度に由来しているという判
断を示した。それゆえ党中央は，「四つの基本原則が強調されたことは少な
く，思想政治活動が軟弱で無力化しており，多くの拠点でブルジョア自由化
思潮の侵入を抑制できず，ブルジョア自由化思潮の氾濫を招いた。もし氾濫
するに任せておけば，さらに多くの人，特に一部の青年に影響を与えてその
方向を見失わせ，わが国は動乱の社会となり，改革と建設を正常に発展させ
ることができなくなる」と警告したのである’26）。ここでは89年，天安門事
件の時に使われた「動乱」という言葉が，すでにこの時点で使われていたこ
とに注意しておきたい。
　党中央が発した数々の指令のなかでもとりわけ4号文件は，ブルジョア自
由化には「社会主義制度の否定」という政治的含意があり，その核心が「党
の指導の否定」にあると見なしたうえで，「今回の闘争は厳格に党内に限定
し，主として政治思想分野において行われるべき性質のもので，根本的な政
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治原則，政治の方向に関わる問題である。つまり，党の指導と社会主義の道
を堅持することであり，経済改革政策，農村政策，科学技術研究，文学芸術
のスタイルやテクニックの模索及び人民の生活とリンクさせる必要はない」
とし，問題の党外への波及，拡大の抑止を試みた127）。だが，中央4号文件は
その一方で，「ブルジョア自由化思潮に反対すると同時に，的確かつ真摯に
各方面の活動を改善しなければならない。具体的行為における官僚主義，各
種の不正な風潮，冷淡で頑なな態度の克服に努力し，大衆路線の活動方法を
堅持して，学生あるいはその他の人が提起した条件さえ整えば解決できる具
体的問題を解決しなければならない」とし，学生や労働者の懐柔も同時に企
図していた128）。しかしながら，実際にはこのブルジョア自由化批判は党内だ
けにはとどまらず，労働者がこれに乗じて不穏な行動に出るという党＝国家
が怖れていたシナリオとは全く別の形で，問題が労働者へと波及しつつあっ
た。すなわち，4号文件がいうところの「具体的行為における官僚主義各
種の不正な風潮，冷淡で頑なな態度の克服に努力」しようとした労働者が逆
に使用者によって不当に扱われ，ブルジョア自由化批判が悪用されるという
事態が生じていたのである。例えば，漸江省蘭渓市のある製紙工場の工場長
は，職権を濫用して家族や親戚のために職員住宅の3割近くを占有したこと
を労働者に批判されると，「ブルジョア自由化反対」を名目にして告発した
労働者を停職，給与停止処分にしており，ブルジョア自由化反対はここでは
むしろ転倒した形での悪影響として労働者に波及していたことが分る129）。
　こうした学生による街頭デモ事件の発生以降，各地での労働者による同調
的反応が起き始める中で，全国総工会は1987年2月，第10期第11回主席
団拡大会議を開催した。この中で羅幹（総工会副主席）は，「四つの基本原
則を堅持する教育を進め，増産節約，収入増と支出節減運動を展開する」と
題する講話を行い，「全国総工会第10期第4回執行委員会で討論され採択さ
れた決議と決定された方針は，覚の六中全会の精神に合致するものであり，
引き続きこれを確実に実施する必要がある」としつつ，ブルジョア自由化に
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反対して広範に労働者大衆を動員し，増産節約，収入増と支出節減を推進す
る労働競争の展開を訴えた13°）。つまり，ここでも正当的支配の揺らぎを背景
に党＝国家が自らの権力を生産活動と同一化することで事態の収拾を図った
ことになる。
　だが，党＝国家は必ずしも生産過程に介入することによってのみ支配の正
当性の回復を試みていたわけではない。例えばここでは，労働者が幹部の官
僚主義，不正の風潮に対し批判や異議を提起し，自己の合法的権益を保護す
ることはブルジョア自由化を実施することではなく，ブルジョア自由化反対
を口実にして労働者の正当な批判，異議の表出を抑圧することは許されない
としている。つまり，労働者による一定範囲の官僚主義批判を認めることに
よっても，「下から」の正当性（legitimacy）の調達がそれなりに図られて
いたのである。羅幹は，「労働者の中に規律弛緩，自由放漫などの傾向が出
現した場合には，正常な思想教育と管理強化により解決すべきで，ブルジョ
ア自由化と関連付ける必要は無く，各問題ごとに解決していけばよく，ブル
ジョア自由化反対を口実にして労働者を吊るし上げることは許されない」と
述べているが，この指摘は既述のような使用者による労働者に対する不当な
扱い（蘭渓市製紙工場事件）が，むしろ広範に発生している社会問題であっ
たことを示唆している。これと同じような意味において，「マルクス主義理
論を援用して，工会の国家的政治，経済，社会生活における地位，機能に関
する研究討議工会が党による政治思想指導下で如何に独立的に活動を展開
するかに関する研究討議などを包括する工会理論と工会活動に関する研究討
議は，ブルジョア自由化を実施することではない」とする主張もまた，逆に
ブルジョア自由化反対という動きのなかで自由な討論，発言が制限されてい
たことを意味していた。それは一方で，新たな状況，問題に対する研究を継
続して奨励し，積極的に研究討議させる必要性を認めることによって工会運
動に関与する知識人に対する思想的な「ガス抜き」を図りつつも，他方「公
開発表は慎重でなければならない」とすることで一定の歯止めをかけるもの
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であったといえる13％
　しかしながら，ここで最も重要なのは，ブルジョア自由化批判を労働競争
と直接結びつけつつ，綱紀粛正による支配の正当性の回復が企図されたこと
である。ここで羅幹は，「ブルジョア自由化反対闘争の展開は，政治思想上
の中心任務であり，増産節約，増収支出節減運動は，経済活動上の中心任務
である。この両者をリンクさせて，政治思想活動を経済活動の中に浸透させ，
四つの基本原則の堅持を前提にして，改革，開放の実施，生きた政策の実施
を貫徹して社会生産力の発展を推進しなければならない。広範に増産節約，
増収支出節減運動を展開することは，社会主義物質文明建設の中心任務であ
るばかりではなく，社会主義精神文明建設，党風の改善，社会的習慣の改善
のための重要な任務である」と述べ，労働競争という生産増への労働者の動
員を再度強く訴えていた132）。つまりここでは，ブルジョア自由化反対と労働
競争とのリンクがもたらす「自発性の動員」によって，増産節約という本来
的に経済の問題が，ブルジョア自由化反対という支配の正当性をめぐる政治
の問題へと意図的に転化させられたのである。しかし，その政治的危機の解
消に労働競争を採用するという発想は，50年代のものとまったく変わって
おらず，逆にいえば一連の動きを背後で支えたであろう保守派勢力が，いま
だに旧態依然たる生産第一主義に立つ主観的能動性に固執していることを示
す証左に他ならなかった。
　反ブルジョア自由化問題が何ら解決されないまま，1989年4月，胡耀邦・
前共産党総書記の死去がきっかけとなって民主化運動が本格的に再燃したが，
4月26日付の「人民日報』は，この動きをすでに87年のブルジョア自由化
反対の際に「将来ありうる危険性」として使われた「動乱」という言葉で規
定していた。6月2日に開かれた全国産業工会主席座談会で，全国総工会の
侃志福主席は，「全国の労働者階級及び工会幹部は社会的安定を維持し，幹
部は労働者大衆の間で緊張緩和の活動に努め，労働者を動員し，職場を守り，
より良い生産に専念するよう」訴えた。そのなかで悦は，北京労働者自治連
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合会（工自連）という自主労組が生まれたことを椰楡するように，とりわけ
「一部の労働者が労働者の組織を名乗り，労働者の隊伍を分裂させ，工会と
党から引き離すような行動」に出ていることを厳しく批判した。
　さらに天安門事件後の89年7月，全国総工会は第11期第3回主席団会議
を開いた。この会議で江沢民総書記は，全国の広範な労働者や工会が「動乱」
を平定するのに大きく貢献したと賞賛しつつ，「党は工会に対する指導を強
化し，かつ誠心誠意労働者階級に依拠し，四つの現代化と改革開放を推進し
なければならない」と訴えた。総工会主席視志福も「第13回四中全会の精
神を貫徹し，よりよく工会の役割を発揮する」と題する報告を行ない，労働
者の動員によって動乱を制する闘争に勝利し，増産節約，収入増加・支出節
減，生産任務の達成などの必要性を強調した133）。また同会議は，「全国の労
働者を動員し『双増双節」運動を掘下げて展開することに関する決議」を採
択し，第13期四中全会を成功裏に召集できたことが，6月の動乱阻止，「反
革命暴動平定」に決定的な勝利を収めたことの証であるとあからさまに誇示
した。決議はここでも，「党と国家の運命に関係する今回の深刻な政治闘争
の過程で，中国の労働者階級は厳しい試練を受けたが，その偉大な力を顕示
した。目下，中国が直面している任務は，党の第13期四中全会の召集に呼
応し，さらに大局を安定させ，経済発展に新たな貢献をすることであり，ま
た動乱を阻止し，反革命暴動の平定に徹底的に勝利することである。現在の
深刻な経済情勢下で，全国各民族の労働者をさらに一歩進んで動員して，
「双増双節』運動の展開を深化させ，経済崩壊を防止し，国民経済の持続的，
安定的，協調的発展を保証しなければならない」として「動乱」平定と労働
競争の動員が党＝国家のイニシアティブによってもたらされたことを誇って
おり134），ここでも党＝国家は生産増による国民経済の発展という本来の目的
のためでなく，権力存続という自己目的のために〈生産一生活一生産〉，即
ち中国共産党の正統的伝統（orthodoxy）への立返りを企図していたこと
が分る。つまり党＝国家は，生産への労働者の動員によって生産活動そのも
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のへと介入し，生産過程と一体化することによって自らの正当的支配の危機
を乗り越えようとしていたのである。だが，それはいいかえれば，党中央や
総工会当局にとって天安門事件の衝撃が地方の労働者に与える悪影響を拭い
去るためには，毛沢東時代のように主観的能動性という精神主義に立ち返る
ことが不可能になってもなお，党の基本路線教育や労働者階級＝国家の主人
公とする伝統的労働者教育を実施し，「双増双節運動」に労働者大衆を動員
するという50年代以来の旧態依然たる手法に訴えるしか他に道が残されて
いないことを意味した。
　改革を深化させ「四つの現代化」建設においてさらに先進模範に中核，リー
ダー，仲介者としての役割を果たさせるという名目で，全国総工会は中華人
民共和国建国40周年の前夜である1989年9月，全国労働模範と先進活動者
の表彰大会を北京で開催し，全国から2，790名の労働模範，先進活動者，人
民解放軍，武装警察部隊の「英雄」ら代表が大会に出席している135）。さらに
中共第13期七中全会は1990年12月，「党中央の国民経済と社会発展10年計
画及び第8次5ヵ年計画に関する提案」を採択した。「提案」は，その後の
10年間で現代化建設の第二段階としての戦略目標達成を要求しており，経
済効益の向上と経済構造の最適化を基礎として，国民総生産を20世紀末ま
でに1980年度比4倍増を実現し，全人民の生活レベルを「衣食を満足させ
る」段階から「ややゆとりある」生活レベルにまで向上させると規定してい
る136）。86年のブルジョア自由化批判という危機を労働競争の提唱によって
中途半端に回避したように，ここでも党＝国家は労働者の動員による権力と
生産の同一化によって支配の正当性を回復しようと試みていたことが分る。
あるいは，87年に一度は使ってそれなりに成功していた手法を，89年の
「体制の危機」に本格的に採用したからこそ功を奏したのだともいえるかも
しれない。たしかに「提案」は，継続して企業の体力強化，特に大型，中型
国有企業の活力の強化を指摘している。だがそれは，第8次5ヵ年計画期に
おける経済体制改革深化のプロセスであるというよりも，むしろ生産第一主
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義という原点に立ち返ることで，党＝国家による支配の正当性を再構築する
ための新たな〈生産一生活一生産〉サイクルの始まりとしてもつ意味合いの
方が遥かに大きかったのである。
おわりに
　これまで見てきたことから分るように，80年代末までの社会主義中国に
おいて，労働競争は大まかに以下のような4つの段階を経て発展してきた。
　その第一段階とは，1937－52年にかけてであり，この時期に延安を根拠地
とする陳西，甘粛，寧夏辺境地区の大生産運動を経て，建国初期の1952年
には愛国主義的生産労働競争と増産節約運動が展開された。社会主義初期段
階の労働競争活動の特徴とは，初歩的，原始的で単純な性格を有していたこ
とにある。毛沢東によって定式化された「党・政・工による三位一体」とい
う生産第一主義も，この陳西，甘粛，寧夏辺境地区の大生産運動時代にまで
遡ることができる。その基本的形式とは，「挑戦に応じる」ことを特徴とす
る「突撃式」労働であり，主として活動時間の延長，労働強化，体力に依存
して労働生産性を向上させるという方法を採用していた。ここでは労働競争
への参加主体が，社会主義国家の主人公になったばかりの素朴な労働者大衆
であった。これらの労働者が工会を中心に組織されると同時に，労働英雄の
奨励とリンクして実施されたのがこの時期の労働競争の特徴であった。第二
段階とは1953－65年にかけてであり，この時期に労働競争の基本的性格，任
務，指導原則から，競争の具体的組織形態，競争条件，評価方法，奨励政策
にいたるまで一連の理論上の問題と実際上の運用問題が解決された。この段
階に生産労働競争運動が一定の成果を上げたことは，労働者大衆の主導によ
る技術革新運動がにわかに勃興したことに表れている。またこの時期に，全
国規模で先進生産者運動が発動されており，人々は率先して先進的生産従事
者となり，数多くの精鋭が生産の第一線から頭角を現し，各職場の指導者と
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なっていった。この第一，二段階において共通していたのは，毛沢東による
社会主義建設のイデオロギーが一つの理想主義として機能できたことである
が，その基礎にあるのは技術革新を取り入れた際にすら重視された「精神」
主導型の生産第一主義であった。
　第三段階は1978年から83年までの時期にあたり，党の第11期三中全会
の開催と全党的活動重点の転換に伴い，労働競争は全面深化の段階に入った。
労働競争活動の生産の発展をめぐる方向性がより明確になり，内容がより具
体的になるとともに，労働競争の組織過程がより規範化された。過去30年
間にわたる労働競争の経験を踏まえ，「小指標百分率賞競争」や「四つの現
代化功労競争」などを労働競争の基本形式とし，労働競争の科学性と規範性
を向上させた。現在に繋がる「労働模範」，さらに全国の先進的個人，集団
に対して与えられた「五一」労働メダル・賞状の授与，一連の労働模範管理，
労働模範奨励に関する規定が設けられたのもこの時期である。第四段階は，
1984－89年の時期であり，党の第12期三中全会が1984年，「経済体制改革
に関する決定」を採択し，社会主義公有制を基礎とした計画商品経済が提出
されて以降，改革開放の不断の深化に伴って労働競争も改革と刷新を求める
段階に入っていった。企業請負責任制を牽引役とする経済体制改革の波が農
村から都市へと押し寄せ，新たな市場経済の原理が労働競争を直撃し，工会
の労働競争も新たな状況，問題に直面した。この段階での労働競争の特徴は，
何よりも企業の経済体制の改革が労働競争に活力を注ぎ，市場競争原理が労
働競争の目標，内容，領域，組織指導方式の転換を促進したことである。労
働競争の目標は，生産額競争，スピード競争から効率と実益中心へ，単純な
生産過程から生産経営，販売，サービスに至るまでの全過程への転換を促し
た。さらに商品経済の発展，生産関係の変革，価値観念の転換が労働競争の
組織者に一連の新たな問題を提出し，労働競争を理論的に検討する活動が急
速に活発化した。第一，二段階に共通していたのが毛沢東の精神主導型生産
第一主義であるとすれば，この第三，四段階に共通していたのは郡小平によ
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る肉体労働と技術革新との調和，そして生産第一主義を基本的に継承しつつ
も，生産と生活とでバランスをとった総合型労働競争である。さらに，この
50年代と80年代という大きな時代的区分によってもたらされたのは，生産
労働者から管理・技術労働者へ，生産技術の合理化から経営管理の合理化へ，
抽象的な目標から具体的な目標へ，思想的管理から科学的管理へ，イデオロ
ギーから脱イデオロギーへという大きな転換であった。
　だが，こうした変動が社会の表面で起きていても，その政治過程の基底で
毛沢東以来の生産第一主義が一貫して流れていたことはもはや明らかである。
とはいえここには，建国以前の生産第一主義という正当性概念がなぜストレー
トに新中国の成立直後に引き継がれず，一度は大きく屈折せざるを得なかっ
たのかという大きな問題が残っている。では，それは一体如何に考えるべき
なのか？
　これまで見てきたところから分るように，それは恐らく毛沢東による新民
主主義論のもつ社会民主主義的側面（労資両利）が，労働者権益の重視政策
を一定程度認めざるを得ず，そのことによって毛沢東自らが正統的（ortho－
dox）立場の修正を余儀なくされたからだという推測ができる。あるいはま
た，毛沢東自身がそのことに迷い，確たる決断を下せないまま逡巡を続けて
いた結果だという見方もできるかもしれない。いわば，この社会民主主義的
側面こそが劉少奇や李立三，頼若愚らに労働者の権益擁護論を展開する言説
空間を与え，50年代初めに継続的論争を招く契機となったといえるのであ
る。だが，そうした労働者権益擁護の言説を可能にした新民主主義期におい
てでさえ，例えばソ連のネップ期において労働競争の端緒であった労働節約
体制の導入（1926年）に対し，労働者が経営・管理者側に「官僚主義的歪
曲」を見て取り，デモや乱行，労働紛争の多発によって全国的にこれに抵抗
の姿勢を示すといった動きが，中国において全く見られなかったことはここ
で強調されてしかるべきであろう’37）。そもそも毛沢東の本心としては，新民
主主義論の主要な眼目は地主や官僚資本家を如何に社会主義的生産力のなか
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に取り込み，一日も早く社会主義建設に専念することにあったのであり，社
会主義の成果として労働者の福利厚生の充実，権益の拡大を図ろうとすると
ころにはなかったのである。そのことは，以下で見るように，「新民主主義
論」（1940年）と「商工業政策について」（1948年）という毛沢東による二つ
の論考を比較検討することによって明確となる。
　毛沢東にとって，そもそも新民主主義の目的は「政治的に抑圧され経済的
に搾取されている中国を，政治的に自由で経済的に繁栄した中国に変えるだ
けでなく，旧文化に支配され，そのため無知で立ち遅れている中国を，新文
化によって支配し，そのために文明的で進んだ中国に変える」138）ことにあっ
た。つまりそこには，社会主義への過渡期にブルジョア民主主義（あるいは
市民社会＝bUrgerliche　Gesellschaft）の基礎を固めるという視点がほぼ完
全に欠落していたといえる。わずかにそれに類する記述があるとすれば，そ
れは「中国社会の性質が植民地・半植民地・半封建のものである以上，中国
革命はどうしても二つの段取りに分れなければならない。その第一歩は，こ
の植民地・半植民地・半封建の社会形態を変えて，独立した民主主義の社会
にすることである。第二歩は，革命をさらに発展させて，社会主義の社会を
打ち立てることである」139）とする言及のみであった。つまりこれでは，二段
階革命によって達成されるべきブルジョア民主主義の克服を視野に入れる際
に，マルクスが念頭に置いていたような市民社会論を前提にしていたとはと
ても言い難い。むしろ全く逆に，そうした市民社会的な前提があったとすれ
ば，それは打倒されるべき帝国主義の拠って立つ「国際ブルジョア階級」の
ものであった。中国におけるブルジョア民主主義革命について，それが「帝
国主義に反対する革命，すなわち国際ブルジョア民主主義革命の範疇に属す
るものではなく，新しい範疇に属するものである。それはもはやブルジョア
的民主主義革命の一部分ではなく，新しい世界革命の一部分である」とされ
たように14°），毛沢東はブルジョア民主主義革命を世界革命の一部として連動
させることによってのみ解消しようとしており，それをソ連の場合のように
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一国社会主義的に築き上げようという視点はなかったのである。なぜなら，
「中国革命の第一段階（それはまた多くの小段階に分れる）は，その社会的
性質からいうと，新しい型のブルジョア民主主義革命であって，まだプロレ
タリア社会主義革命ではないが，それはとっくにプロレタリア社会主義的世
界革命の一部になっている」14Dからである。そもそもこのプロセスには，労
働者という具体的存在は明確に意識されてはおらず，この論文を通して労働
者という言葉が具体的に出てくるのは「労農が連合して」という一ヶ所のみ
であり，あとは「中国のプロレタリア階級，農民，知識人および小ブルジョ
ア階級は，国家の運命を決定する基本的な勢力である」といずれも抽象化し
てとらえられている。したがって，のちに「労資両利」に毛沢東が言及する
際も，それをイギリス流の労使協調路線というユニオニズム，つまり社会民
主主義的社会福祉政策ととらえることは全くの誤りであるといえる。毛沢東
は「商工業政策について」（48年）で，「生産の発展，経済の繁栄，公私兼
顧，労資両利の正しい方針と，一面的で狭艦な，実際には商工業を破壊し人
民の革命事業を損なう，労働者の福祉を守るなどという救済方針とを区別す
べきである。工会の同志と労働者大衆に対し，目先の一面的な福祉だけにと
らわれて，労働者階級の遠大な利益を忘れるようなことがあってはならない
ことを理解できるよう，教育すべきである。労働者と資本家が，その地方の
政府の指導のもとに，共同して生産管理委員会を作り，あらゆる努力を払っ
て原価を引き下げ，生産を増やし，販売を順調にし，公私兼顧，労資両利，
戦争支援の目的を達するよう，彼らを導くべきである」’42）と述べているが，
ここでは何よりも「労働者の福祉」という言葉がきわめて否定的にとらえら
れていることに注意しなければならない。毛沢東にとって，そもそも労働者
とはプロレタリアートを代行する党や国家の建設のために教育されるべき受
動的存在であったとしても，自らの権益のために連帯し，労働組合（＝「共
産主義の学校」レーニン）の中で他の労働者を教育しながら生産を管理すべ
き主体的存在にはなりえなかったのである。
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　これまでの中国の工会運動をめぐる研究では，社会主義中国にこうした
「労働者の福祉」を保護・育成する社会民主主義がどの程度根付いていたの
か，あるいはいなかったのかが大きな議論のポイントとなった。したがって，
50年代の工会論争に端を発する李立三や頼若愚らによる工会の党からの相
対的独立と，それによる労働者の権益の確保を実現する運動の過程で最終的
に「党の指導」が優位を占め，工会の民主化論がサンディカリズム批判にす
りかえられるプロセスを詳細に分析するというアプローチが主流となったの
である。西側における「賃金労働者がその労働生活の諸条件を維持または改
善するための恒常的な団体」（ウェッブ夫妻）ととらえる労働組合論をその
本質論とする見方に立てば，中国においてそれを阻害しているのは中国共産
党による「党の指導」であり，要するにそこには党＝国家体制に問題の根源
があり，50年代に繰り返された総工会党組拡大会議もすべて工会民主化の
挫折や屈折の過程ということにならざるを得なかった。だが，本稿が試みた
ように，この一連のプロセスを「民主と集中」という二つのモメントの「集
中」という契機を中心にして見れば，むしろ「生産を中心に生産・生活・教
育の三位一体を工会の基本的任務とする」生産第一主義こそが建国当初から
毛沢東をはじめとする建国期のリーダーたちの共通認識であって，50年代
にも80年代にも一貫して中国における労働政策の基調に流れていたといえ
るのである。
　これまで見たように，毛沢東主義にせよ，郡小平主義にせよ，その基本線
において生産第一主義をとってきたことではどちらも共通しているし，労働
競争が発動されたのはとりわけ支配の正当性が揺らいだ時期であって，党＝
国家が自らの支配の正当性を回復し，自らが依拠する権力の源泉を再度確保
するという自己目的の実現に利用してきたという点でも両者は一致している。
もちろん，労働競争の原点は労働者を効率よく生産に動員し，労働生産性を
向上することによって生産増をもたらし，国民経済を伸張させることにある
のであり，労働競争はなにも正当的支配の危機にのみに限って発動されてき
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たわけではなく，むしろそれは建国以来継続的に行われてきた重要な国の労
働政策の一つであった。だが，50年代と80年代の政治過程を振り返ってみ
た時，51年の総工会党組第1回拡大会議の翌年，56年の百花争鳴翌年の反
右派闘争から大躍進への過程，さらにポスト文革の76年，86年のブルジョ
ア自由化批判の翌年，そして89年の天安門事件の翌年といったように，と
りわけ労働競争が強調されてきたのが党＝国家による正当的支配の危機に直
面した直後であったという共通性にわれわれは気づくであろう。
　さらにこうした中国における一連の政治過程を理論的に抽象化すれば，こ
の正当性回復のプロセスは次のようなメカニズムによって現実化してきたと
いえる。すなわち，〈生活一生産一生活〉という本来あるべき基本サイクル
は，あたかもマルクスの労働価値説における〈商品一貨幣一商品〉という基
本サイクルが不可避的に〈貨幣一商品一貨幣〉へと転じたように，＜生産一
生活一生産〉という倒錯した連鎖へと変化せざるを得なかった。それはM・
ウェーバーの言葉でいいかえれば，価値合理的行為の形式合理的行為への転
化を意味していた。丸山真男はこのことを念頭に置きつつ，紛争（Conflict）一
解決（Solution）という政治過程に権力（Power）が関与していることを
加味して，C－P－Sを政治の基本サイクルとしたが’43），同じことはこの〈生
活（Life）一生産（production）一生活（Life）〉という中国社会主義におけ
る労働競争のサイクルにもそのまま当て嵌まる。つまり，生活から生産へと
向かわせていた起動力は他ならぬ中国共産党の「指導」という名の政治権力
だったのであり，本来プロレタリアートによるプロレタリアートのための政
治を行なうのであれば，〈L（生活）－P（権力）－p（生産）－L（生活）〉が基
本サイクルになるはずであった。ところが，丸山において〈C－P－S＞の基
本サイクルが権力の保存・拡大という自己目的化によって〈P－C－S－Pノ〉
と転化せざるを得なかったように，中国の政治権力は労働者大衆に発生の起
源をもつのではなく，労働者階級を「代行」する党＝国家に由来していたが
ゆえに，プロレタリアートの生活向上のために生産を動員したのではなく，
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不可避的に党＝国家の維持増大という権力の確保・発展自体が自己目的化せ
ざるを得なかった。その結果，いつのまにか生産と権力が一体化して〈P
（権力＝生産）－L（生活）－P’（生産＝権力）〉（P’＞P）という倒錯したサ
イクルで定着してしまったのである。
　このように中国社会主義国家においては，平常時においてすでにして生産
と権力が一体化していたが故に，支配の正当性を揺るがせるある種の社会的
変動によって生産と権力が分離されそうになると，その都度党＝国家は全国
総工会を通じて労働競争を発動し，労働者大衆の生産への動員によって自ら
の権力の依拠する対象を再度原点に立ち返らせ，支配の正当性を回復してき
たのである。しかし，ここで最も重要なのは，このサイクルは仮にユニオニ
ズムを常識的価値観とするわれわれの立場から見て「倒錯」であったとして
も，中国共産党の伝統から見れば「倒錯」でも「後退」でもなく，むしろ伝
統的かつ正統的「原点」であったという事実であろう。
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